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中長期財政見通しの基本的考え方 

 

壱岐市は平成 16 年３月１日の合併以来、行政組織の見直し、施設の簡素化・合理化、

定員管理の適正化など行財政改革に取り組むとともに、一支国博物館の整備や一般廃棄

物処理施設、CATV の整備事業などの合併後の新しいまちづくりを進めてきました。 

 

一方、本市の財政状況は長引く地方経済の低迷や人口減少などにより地方税等の自主

財源の確保が難しい中、地方交付税や臨時財政対策債などへの依存度が高い財政運営が

続いており、なお不足する分については財政調整基金や減債基金の取り崩しで対応して

いる状況です。 

 

現在、地方交付税は合併に伴う特例措置である合併算定替により旧４町分の交付税額

の交付を受けていますが、これは合併後 10 年間は合併がなかったものとして、合併前

の旧市町村ごとの普通交付税額の合算額が交付され、その後５年間で段階的に縮減して

いく制度です。 

壱岐市においては、平成 25 年度まで旧４町分の交付税額が交付され、その後５年間

で段階的に縮減し、平成 30 年度に終了となります。この合併算定替の終了に伴う交付

税の縮減額見込みは約 20 億円となっています。 

 

このため、合併算定替終了後の平成 31 年度からは一本算定となり、一般財源ベース

で約 20 億円を減額した予算編成を行わなければなりません。 

そこで、合併算定替終了後も将来にわたって健全な財政運営を行うための基本となる

財政計画を定め、今後の予算編成や各種計画策定の基礎とします。 

 

なお、本計画においては、平成 27 年度から財源不足に転じており、この財源不足を

財政調整基金等からの繰入れにより補てんする必要があります。 

今後、少子高齢化の進展等に伴い、扶助費や国保・介護保険事業等への繰出金の割合

が大きくなってくることが見込まれ、また投資的経費や補助費など、市民サービスに直

結する事業にも影響が出てくることが予想されますので、計画的・段階的な歳出予算の

縮減を図っていく必要があります。 

 

また、本計画は近年の激しい制度の変化に対応するため、毎年定める振興実施計画の

策定に併せ、ローリングによる見直しを行います。 

 

計画期間は平成 24 年度から平成 28 年度とし、さらに合併算定替終了時の平成 31

年度までの見通しを試算することとします。 

 



歳入歳出策定根拠

歳入

款区分 策定根拠

市税 市民税 個人市民税

税制改正による扶養控除の見直し分及びH26以降均等割税率引き上げによる増収分を見

込むが、景気低迷や生産年齢人口の減少が続くものと思われ、各年度△3.0％程度の減

法人市民税 実効税率の引き下げ等を考慮し、各年度△2.0％程度の減

固定資産税 固定資産税

土地　H25以降：毎年度△4.0％減。H25・H28：6.0％増（旧芦辺町・旧郷ノ浦町の国調完了に

伴う地積増）

家屋　H25・H26・H28・H29・H31：2.0％増。H27・H30：△7.0％減（評価替え）

償却資産　H25以降：各年度△1.0％減

国有資産等所在市町

村交付金及び納付金

H25以降：H24と同額

軽自動車税 H24をベースに固定

たばこ税 喫煙者の減少を見込み、H24をベースに各年度△3.0％程度の減

入湯税 改装を終えた壱岐島荘に係る増収が見込まれるが、H24をベースに固定

都市計画税 H25以降：H24と同額

地方譲与税 H25：国の伸び率から推計△0.6％減、H26以降：H25と同額

利子割交付金 H25以降：H24と同額

配当割交付金 H25以降：H24と同額

株式等譲渡所得割交付金 H25以降：H24と同額

地方消費税交付金 H25以降：H24と同額

ゴルフ場利用税交付金 H25以降：H24と同額

自動車取得税交付金 H25以降：H24と同額

地方特例交付金 H25：国の伸び率から推計△1.8％減、H26以降：H25と同額

地方交付税 普通交付税 H25：国の伸び率から推計△1.5％減、H26～H30：段階的縮減、H31：一本算定

特別交付税 H24：H23の△20％減、H25以降：毎年△1.5％減

交通安全対策特別交付金 H25以降：H24と同額

分担金及び負担金 H25以降：H23経常分（臨時除く）と同額

使用料及び手数料 H25以降：H24と同額

国庫支出金 H25：国の伸び率から推計1.1％増、H26以降：H25と同額

県支出金 H25：国庫に準じて推計1.1％増、H26以降：H25と同額

財産収入 H25以降：H24と同額

寄附金 H25以降：毎年100万円

繰入金

特定目的基金分を計上、

H27以降：地域振興基金100百万円・過疎地域自立促進特別事業基金50百万円を毎年取り

崩し

繰越金 H24：536百万円（繰越事業分含む）、H25以降：200百万円

諸収入 H25以降：毎年200百万円

市債 臨時財政対策債 H25：6.2％増、H26以降：H25と同額（普通交付税の臨時財政対策債振替分を計上）

合併特例事業債 H25～H27：継続事業分を計上、H28～H30：本庁舎建設分を見込計上

事業債

辺地及び過疎債H25以降：見込額、その他H25以降：毎年200百万円

※地方債の発行額が償還額を上回らないよう努める。



歳入歳出策定根拠

歳出

性質別区分 策定根拠

人件費 職員数

定員適正化計画において、H24年4月目標の△100人削減を上回る結果となり、その職員数

を参考とする。

※総職員数△109人減の実績（H17.4.1時点654人→H24.4.1時点545人）中、普通会計職員

数△74人減（416人→342人）

給与総額 H25以降：毎年△1.1％減（地方財政計画参考）

物件費 H25以降：毎年△3.0％減

維持補修費 H25以降：H24と同額

扶助費 H25以降：毎年3.0％増

補助費等 一部事務組合 H25以降：H24と同額

上水道事業

統合前の簡易水道の建設改良に要する経費

地方公営企業職員に係る児童手当

※H26以降：見込額の△3.0％縮減

病院事業

市民病院がH24.7.27作成の収支計画を資料として、公営企業決算統計第40表に基づき病

院管理課・市民病院で調製

H25・・・4月1日かたばる病院を機能統合し、市立病院を市民病院1院とする。

H26・・・4月1日長崎県病院企業団加入（予定）、精神科病床△20床特別交付税分へ反映

H27・・・精神科病床休床に伴う特別交付税措置分の減額

※H26以降：見込額の△3.0％縮減

上記以外 各種補助金等 H26以降：毎年△3.0％減

公債費 定期償還 実額及び見込額

繰上償還

実績　H16～H18：なし、H19：3百万円、H20：215百万円、H21：157百万円、H22：603百万円、

H23：640百万円

計画　H24：651百万円、H25：500百万円

積立金

H24：過疎地域自立促進特別事業基金（新規）249百万円、地域振興基金300百万円、

H25：利息及び特定目的基金見込額、H26以降：H25と同額

投資及び出資金 H25以降：H24と同額

貸付金 H25以降：H24と同額

繰出金 国民健康保険事業 事業勘定

・財政調整基金保有額がH23年度末105,305,787円であるので歳入不足分については一般

会計法定外繰出で見込

・基本的に決算(款単位)でＨ20～24の対前年度比の増減率平均でＨ25以降見込、また、年

度により大きく決算額が増減するものについてはＨ20～24の平均額でＨ25以降見込

・後期高齢者支援金･介護納付金については伸び率5.0％増で試算

・国民健康保険税を平成26・28・30年度に10％増額改正で試算。改正翌年の98％で試算

※H26以降：見込額の△3.0％縮減



歳入歳出策定根拠

歳出

性質別区分 策定根拠

後期高齢者医療事業

・基本的に決算(款単位)でH22～24の対前年比の増減率平均でＨ25以降見込

　(共通経費特別会計事務費負担金・広域連合療養給付費負担金･特別会計繰出金(基盤

安定負担金＋一般事務費))

※H20より制度開始であるためH20～21の対前年度比の増減率は平均算定から除外

※H26以降：見込額の△3.0％縮減

保険事業勘定

第５期介護保険事業計画による。また、H26及びH27については、第５期計画において整備

予定の特養（60床）がH26に、また、小規模多機能型居宅介護事業所がH27に開設予定で

あることから例年以上の伸びを見込んでいる。また、H25については、△5.0％減（人件費除

く）。給付費で比較すると3.1％増

※H26以降：見込額の△3.0％縮減

介護ｻｰﾋﾞｽ事業勘定

今後も介護保険法による予防給付事業が現状維持することが前提。事業規模は概ねH24

規模で推移すると想定。歳入は事業の対象である要支援認定者の推移により推計し、歳出

による不足を繰出見込

※H26以降：見込額の△3.0％縮減

簡易水道事業

基準内繰出は簡水債償還金（元金＋利子）＋高料金対策、基準外繰出は過疎債償還金

（元金＋利子）＋繰越単独工事費＋職員給与費

簡水債及び過疎債の金額については、H23決算統計時の簡水債及び過疎債償還金を参照

※H26以降：見込額の△3.0％縮減

公共下水道

下水道債・過疎債償還の推移、施設整備の進捗、使用料の推移を考慮し試算

※H26以降：見込額の△3.0％縮減

漁業集落排水

下水道債・辺地債償還の推移、施設整備の進捗、使用料の推移を考慮し試算

※H26以降：見込額の△3.0％縮減

三島航路事業

H24で償還金（辺地対策事業債）の繰出金が終了。H25以降については、過去の実績を勘

案し、見込額を計上。

※H26以降：見込額の△3.0％縮減

農業機械銀行 普通会計に含まれるため、繰出扱いとしない。

普通建設事業費 振興実施計画を基本に積算、H28～H30：本庁舎建設分を見込計上

災害復旧事業費 H25以降：毎年100百万円

介護保険事業

繰出金

下水道事業



壱岐市中期財政計画（平成２４年度～平成２８年度）

【歳入】 （単位：百万円，％）

実績 増減率 見込 増減率 計画 増減率 計画 増減率 計画 増減率 計画 増減率

2,218 0.2 2,040 △ 8.0 2,027 △ 0.6 2,001 △ 1.3 1,923 △ 3.9 1,917 △ 0.3

329 △ 2.7 335 1.8 333 △ 0.6 333 0.0 333 0.0 333 0.0

329 △ 6.0 322 △ 2.1 322 0.0 322 0.0 322 0.0 322 0.0

62 △ 15.1 60 △ 3.2 59 △ 1.7 59 0.0 59 0.0 59 0.0

10,905 0.6 10,668 △ 2.2 10,508 △ 1.5 10,293 △ 2.0 9,875 △ 4.1 9,456 △ 4.2

145 9.8 146 0.7 133 △ 8.9 133 0.0 133 0.0 133 0.0

679 0.4 657 △ 3.2 656 △ 0.2 657 0.2 657 0.0 657 0.0

5,147 △ 43.0 3,983 △ 22.6 4,027 1.1 4,027 0.0 4,026 0.0 4,027 0.0

395 10.3 468 18.5 55 △ 88.2 55 0.0 205 272.7 205 0.0

5,079 34.4 2,637 △ 48.1 3,611 36.9 1,983 △ 45.1 1,737 △ 12.4 2,037 17.3

1,118 10.3 870 △ 22.1 468 △ 46.2 468 0.0 468 0.0 468 0.0

26,406 △ 8.3 22,186 △ 16.0 22,199 0.1 20,331 △ 8.4 19,738 △ 2.9 19,614 △ 0.6

10,800 △ 1.6 10,724 △ 0.7 10,619 △ 1.0 10,414 △ 1.9 10,006 △ 3.9 9,597 △ 4.1

【歳出】

実績 増減率 見込 増減率 計画 増減率 計画 増減率 計画 増減率 計画 増減率

9,389 △ 1.8 9,410 0.2 9,309 △ 1.1 9,018 △ 3.1 9,185 1.9 9,243 0.6

人 件 費 3,515 △ 1.2 3,475 △ 1.1 3,437 △ 1.1 3,399 △ 1.1 3,362 △ 1.1 3,325 △ 1.1

扶 助 費 2,424 △ 1.2 2,610 7.7 2,688 3.0 2,769 3.0 2,852 3.0 2,937 3.0

公 債 費 3,450 △ 2.7 3,325 △ 3.6 3,184 △ 4.2 2,850 △ 10.5 2,971 4.2 2,981 0.3

うち繰上償還分 640 6.1 651 1.7 500 △ 23.2 △ 100.0 #DIV/0! #DIV/0!

7,806 △ 19.4 3,568 △ 54.3 4,965 39.2 3,621 △ 27.1 3,445 △ 4.9 3,508 1.8

8,675 △ 1.4 9,008 3.8 7,725 △ 14.2 7,492 △ 3.0 7,386 △ 1.4 7,243 △ 1.9

物 件 費 3,099 13.9 3,216 3.8 3,119 △ 3.0 3,026 △ 3.0 2,935 △ 3.0 2,847 △ 3.0

維持補修費 112 3.7 117 4.5 117 0.0 117 0.0 117 0.0 117 0.0

補 助 費 等 1,995 2.9 2,264 13.5 2,142 △ 5.4 2,066 △ 3.5 1,977 △ 4.3 1,907 △ 3.5

積 立 金 1,500 △ 24.3 1,200 △ 20.0 73 △ 93.9 73 0.0 73 0.0 73 0.0

投 資 及 び 出

資金・貸付金

52 △ 13.3 72 38.5 72 0.0 72 0.0 72 0.0 72 0.0

繰 出 金 1,917 △ 3.6 2,139 11.6 2,202 2.9 2,138 △ 2.9 2,212 3.5 2,227 0.7

25,870 △ 7.7 21,986 △ 15.0 21,999 0.1 20,131 △ 8.5 20,016 △ 0.6 19,994 △ 0.1

4,015 22.2 4,363 8.7 4,376 0.3 4,389 0.3 4,124 △ 6.0 3,757 △ 8.9

28,466 7.5 28,146 △ 1.1 28,837 2.5 28,194 △ 2.2 27,218 △ 3.5 26,678 △ 2.0

※ 財政調整基金等残高は当該年度末の「財政調整基金残高」と「減債基金残高」の合計額である。

地 方 譲 与 税

地方特例交付金

繰 入 金

各 種 交 付 金

平成２３年度

平成２４年度

地 方 税

平成２６年度

（参考）普通交付税＋臨時財政対策債

地 方 交 付 税

分担金及び負担金

平成２４年度 平成２５年度

平成２３年度

翌年度に繰り越すべき財源

投 資 的 経 費

義 務 的 経 費

536

そ の 他

使用料及び手数料

国 ・ 県 支 出 金

そ の 他

歳 出 合 計

歳入歳出差し引き

歳 入 合 計

地 方 債

200

50

平成２５年度

200

0 0 0

486 200 200

81.5

9.5 10.1

82.1経 常 収 支 比 率 81.6

実質公債費比率

実 質 収 支

80.9

財政調整基金等残高

地 方 債 残 高

84.4

9.6 9.3

△ 380

0

△ 380

平成２７年度

平成２７年度

△ 278

0

△ 278

86.4

11.1

200

200

平成２６年度

10.5

平成２８年度

平成２８年度



（参考）壱岐市長期財政見通し

（単位：百万円）

【歳入】 合併 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１

2,194 2,161 2,176 2,142 2,305 2,309 2,219 2,214 2,219 2,040 2,027 2,001 1,923 1,917 1,893 1,820 1,798

358 442 500 571 368 354 350 338 329 335 333 333 333 333 333 333 333

9,585 9,986 9,969 9,742 9,541 9,863 10,175 10,843 10,905 10,668 10,508 10,293 9,875 9,456 9,038 8,620 8,406

3,593 4,108 4,113 3,812 4,392 4,967 6,575 9,029 5,146 3,983 4,027 4,027 4,026 4,027 4,026 4,026 4,026

2,626 2,437 2,359 2,602 2,089 3,363 4,166 3,778 5,079 2,637 3,611 1,983 1,737 2,037 2,783 2,037 1,664

5,209 3,102 2,825 3,105 3,083 3,048 3,437 2,604 2,728 2,523 1,693 1,694 1,844 1,844 1,844 1,844 1,844

23,565 22,236 21,942 21,974 21,778 23,904 26,922 28,806 26,406 22,186 22,199 20,331 19,738 19,614 19,917 18,680 18,071

【歳出】

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１

8,349 9,702 9,478 9,380 9,407 9,362 8,945 9,556 9,390 9,410 9,309 9,018 9,185 9,243 9,418 9,397 9,345

人 件 費 4,003 4,137 4,203 4,095 4,048 3,754 3,585 3,556 3,516 3,475 3,437 3,399 3,362 3,325 3,288 3,252 3,216

扶 助 費 844 1,948 1,922 1,959 2,059 2,031 2,159 2,453 2,424 2,610 2,688 2,769 2,852 2,937 3,026 3,116 3,210

公 債 費 3,502 3,617 3,353 3,326 3,300 3,577 3,201 3,547 3,450 3,325 3,184 2,850 2,971 2,981 3,104 3,029 2,919

6,452 4,803 4,786 5,094 4,932 5,786 8,819 9,681 7,806 3,568 4,965 3,621 3,445 3,508 4,197 3,782 3,382

7,777 7,021 6,979 6,838 6,872 7,872 8,482 8,798 8,674 8,645 7,725 7,492 7,386 7,243 7,019 6,898 6,821

物 件 費 2,884 2,647 2,664 2,662 2,573 2,546 2,905 2,720 3,099 3,216 3,119 3,026 2,935 2,847 2,761 2,678 2,598

補 助 費 等 2,218 2,087 2,086 2,016 1,939 2,268 2,090 1,939 1,995 2,264 2,142 2,066 1,977 1,907 1,868 1,826 1,785

繰 出 金 1,428 1,538 1,559 1,654 1,788 1,905 1,981 1,988 1,917 2,139 2,202 2,138 2,212 2,227 2,128 2,132 2,176

そ の 他 1,247 749 670 506 572 1,153 1,506 2,151 1,663 1,026 262 262 262 262 262 262 262

22,578 21,526 21,243 21,312 21,211 23,020 26,246 28,035 25,870 21,623 21,999 20,131 20,016 19,994 20,634 20,077 19,548

987 710 699 662 567 884 676 771 536 563 200 200 △ 278 △ 380 △ 717 △ 1,397 △ 1,477

179 0 300 466 513 717 95 200 83 243 0 0 278 380 717 1,397 1,477

294 360 387 271 379 467 762 1,197 813 591 13 13 13 13 13 13 13

1,753 2,113 2,200 2,005 1,871 1,621 2,288 3,285 4,015 4,363 4,376 4,389 4,124 3,757 3,053 1,669 205

26,287 25,665 25,247 25,014 24,266 24,484 25,847 26,468 28,466 28,146 28,837 28,194 27,218 26,678 27,090 26,978 26,721

85.4 87.0 89.4 90.0 93.9 90.9 85.5 80.1 80.9 81.6 81.5 82.1 84.4 86.4 88.7 91.5 92.5

- - - 12.2 12.5 13.2 12.6 11.2 9.6 9.3 9.5 10.1 10.5 11.1 11.8 12.5 12.9

※財政調整基金等残高は、当該年度末の「財政調整基金残高」と「減債基金残高」の合計額である。

実質公債費比率（％）

※歳入の「その他」に含まれる繰入金及び歳出の「その他の「その他」」に含まれる積立金には、財源過不足調整のための財政調整基金等からの繰入金

　 及び同基金への積立金は含まない。

地方債残高

経常収支比率（％）

財源不足額(A)-(B)

財政調整基金等による補てん

財政調整基金等への積立

歳 出 合 計 （ Ｂ ）

地 方 債

そ の 他

財政調整基金等残高

義務的経費

投 資 的 経 費

そ の 他

歳 入 合 計 （ Ａ ）

地 方 税

地 方 譲 与 税

地 方 交 付 税

国 ・ 県 支 出 金


